
 
 

                                                   
平成 25 年 7 月 10 日 

各      位 
       会 社 名 株式会社マツヤ 

       代表者名 代表取締役社長   小山 栄造 

       （J A S D A Q・コード７４５２） 

       問合せ先 管理本部長    足立 泰秀 

       ＴＥＬ  （026）241-1314 

 

 

 

  消費期限に関する社内基準違反の調査結果と再発防止策について 

 

 平成 25 年 6 月 27 日付「消費期限に関する社内基準違反について」により公表した事案（以下「本

件事案」といいます。）に関してその後の調査の結果判明した事項を下記のとおりご報告するととも

に、この度策定いたしました本件事案に関する再発防止策を、下記のとおりお知らせいたします。 

 今後、このような事案を発生させることがないよう、全社一丸となって再発防止に取り組み、皆様

の信頼回復に努めてまいります。 

 

記 

1. 本件事案の調査結果 

（1）違反行為の内容 

 社内調査を進めた結果、平成 25 年 6 月 27 日付「消費期限に関する社内基準違反について」で

ご報告した違反行為のほか、以下の違反行為が行われていたことが判明いたしました。 

    該当店舗：マツヤ上田インター店（長野県上田市住吉 582-1） 

    内  容： ①社内基準で定められた消費期限の 1日延長 

          （該当商品）生食用ベビーホタテ 

          （販売時期）平成 25 年 2 月 16 日から 6月 13 日まで 

②社内基準で定められた消費期限の 5日延長 

       （該当商品）一塩たらの味付け 

        （販売時期）平成 25 年 5 月 15 日から同月 18 日まで  

③保存温度変更者及び消費期限の記載漏れ（売場にて表示したが、個々の 

 商品には記載が漏れていた）  

          （該当商品）たらこ 100ｇ入パック 

          （販売時期）平成 25 年 2 月 18 日  



（2）本件事案の原因等 

 平成 25 年 6 月 27 日付「消費期限に関する社内基準違反について」でご報告した違反行為および

今回ご報告する違反行為のすべてについて、該当店舗の海産部門従業員において消費期限に関する

社内基準についてのコンプライアンス意識が不十分であったため、当該従業員の独断で違反行為が

行われておりました。このため、消費期限に関する違反行為は、上田インター店においてのみ発生

し、他店舗での違反行為は認められませんでした。 

 

２．再発防止策 

 今回の事案を契機として、社長を長とし、営業本部、品質・法令管理チームをメンバーとする特別チーム

を設置し、以下のとおり、５項目にわたる再発防止策を実施してまいります。 

 

（1）社内規程・マニュアルの見直し 

精肉、青果、海産を含む生鮮食料品の品質・鮮度管理、表示管理、販売管理の各体制を再検証し、

以下の各点を含む社内規程・マニュアルの見直しを速やかに実施いたします。 

①消費期限に関する社内基準の明確化 

②商品への値付けに関するルールの明確化 

③商品の再パック、加工、試食提供等に関する業務処理方法の改善 

  （2）教育・研修制度の再構築 

    教育・研修制度を再構築し、以下のとおり、従業員に対する教育・研修を実施いたします。 

①全従業員に対する緊急研修 

上記(１)により改訂された社内規程・マニュアルに基づき、パート社員を含む関係部門の全ての従

業員に対して、緊急研修を実施いたします。 

    ②新入の従業員に対する新人研修 

      今後、当社に入社する、パート社員を含む全ての従業員に対して、上記(１)により改訂された社内

規程・マニュアルに基づく新人研修を実施いたします。 

    ③継続研修 

パート社員を含む関係部門の全ての従業員に対して、上記(１)により改訂された社内規程・マニュ

アルに基づく年１回以上の継続研修の受講を義務付けます。 

  

なお、上記の教育・研修の実施に当たっては、ケーススタデイを活用する等により、実効性を高めると

ともに、外部の専門家による教育・研修も一部導入いたします。また、社内規程・マニュアルの重要性と、

万が一違反した場合には厳重に処罰される旨を理解させ、再発防止を図ります。 

（3）情報収集体制の強化 

 ①ホットライン（内部通報）制度の活用啓蒙等 

ホットライン制度の対象者は、アルバイト・パート社員を含む全従業員としておりますが、全従業員



に対し、パンフレットの配布等、活用啓蒙をより一層強化いたします。また、女性の多い職場である

ことから、社内ホットライン窓口に女性従業員を配置する等により、相談者が安心してホットライン制

度を利用できる環境作りに努めます。 

②即時報告の徹底 

店長・副店長に対し、店舗で違反が判明した場合は、即時に本社に報告するよう義務付けます。 

本社従業員に対しては、店舗から違反報告を受けた場合、または自ら店舗で違反を発見した場合

は、即時に社長に報告するよう義務付けます。 

（4）モニタリング（監視機能）体制その他の会社管理体制の強化 

以下のチェック体制を構築することで、新設・改定する規程・マニュアルの浸透状況を検証し、再発防

止策の実効性を確保します。また、必要に応じて規程・マニュアルの新設・改訂を行ってまいります。 

①店長・副店長が、再パック・加工・解凍の状況や冷蔵庫・冷凍庫の在庫状況・廃棄状況を、日常的

にチェックするようにいたします。 

②本社営業本部担当者が定期的に店回りをして抜き打ちチェックを実施します。店回りの際は、店舗

での販売状況を確認するだけではなく、従業員に対して、現状の聞き取り調査を実施いたします。 

③内部監査・品質管理担当による全店年１回以上の抜き打ちチェックを実施致します。その際、店舗

での販売状況を確認するだけではなく、従業員に対して、現状の聞き取り調査を実施いたします。 

（5）システム面の修正 

ラベルに印字される消費期限について、店舗担当者が変更できないよう、順次システム修正を実施いた

します。 

 

３．社内処分 

  本件事案を重大に受け止め、社内規程に基づき、関係者の厳正な処分を実施いたしました。 

 

４．健康被害の有無 

 本件事案につきまして、お客様の健康への被害等の報告は、現在確認されておりません。また、健康への

被害等の報告がないかの確認を今後も行ってまいります。 

   

５．本件による行政処分 

 本件による行政処分は、現時点では受けておりません。 

 

６. 業績に与える影響 

 本件により当社業績に与える影響は現時点では不明であり、業績への重大な影響が見込まれる場合には

速やかに開示いたします。 

以 上 


